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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第31期

第２四半期連結
累計期間

第31期
第２四半期連結
会計期間

第30期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成20年
　　７月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (千円) 11,768,3535,971,15422,893,978

経常利益 (千円) 3,061,7721,544,8123,837,768

四半期(当期)純利益 (千円) 1,836,068929,5271,838,008

純資産額 (千円) ― 13,938,94012,434,185

総資産額 (千円) ― 21,014,36319,023,424

１株当たり純資産額 (円) ― 1,322.461,176.24

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 175.52 88.86 175.69

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 65.8 64.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,692,463 ― 2,321,062

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,045,382 ― △474,785

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △262,185 ― △437,635

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 10,354,3048,985,447

従業員数 (名) ― 692 685

(注)　1　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載いたして

おりません。

 2　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 3　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載いたし

ておりません。

 4　第31期第２四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローの支出は、主に事業用途の土地・建物

の取得によるものであります。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 692 (344)

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は( )内に当第２四半期連結会計期間の平均人員数を外数で記載し

ております。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 590 (107)

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は( )内に当第２四半期会計期間の平均人員数を外数で記載してお

ります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間

（千円）

自動車関連情報 1,181,456

生活関連情報 77,875

その他事業 3,299

合計 1,262,631

(注) １　セグメント間取引につきましては、相殺消去しております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
３　生産実績につきましては、自動車関連情報、生活関連情報、その他事業における外注費を表示しております。不
動産につきましては、生産実績がありませんので記載しておりません。

　
(2) 受注実績

当社グループは、見込み生産を行っておりますので、該当事項はありません。
　
(3) 販売実績

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間

(千円)

自動車関連情報 5,574,496

　　情報登録・掲載料 4,875,818

　　情報提供料 698,677

生活関連情報 296,536

不動産 50,652

その他事業 49,467

合計 5,971,154

(注) １　セグメント間取引につきましては、相殺消去しております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
３　自動車関連情報の情報登録・掲載料につきましては、主に情報誌への広告掲載料であります。また、情報提供料
につきましては、主に個人向け情報誌の本売上及び法人向けデータ提供料であります。

４　連結売上高に占めるクルマ情報誌「Goo」の割合は、45.9％であります。
　

地域別
当第２四半期連結会計期間

(千円)

北海道・東北地区 484,481

関東地区 2,328,662

東海地区 1,440,200

近畿地区 1,144,205

中国地区 238,109

九州地区 323,627

その他（海外） 11,867

合計 5,971,154

(注) １　セグメント間取引につきましては、相殺消去しております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間における、経営上の重要な契約等は次のとおりであります。

　（1）印刷用紙の売買契約

当社グループの主要商品であるクルマ情報誌「Goo」をはじめ、主要媒体における印刷用紙の調達につ

きましては、東京紙パルプ交易株式会社に依存しているため、同社より継続的かつ安定的な用紙提供を確

保するための売買契約を取り交わしております。

　

契約会社名 株式会社プロトコーポレーション

契約の名称 売買契約

契約年月日 平成20年９月30日

契約期間 平成20年10月１日より平成21年９月30日までの納入分

契約相手先 東京紙パルプ交易株式会社

契約の内容 当社グループにおける主要媒体の印刷用紙を継続的に提供する。

　

　（2）事業譲渡契約

当社は平成20年10月20日の取締役会において、株式会社チャレンジング・メディアが運営するアフィ

リエイト型広告サービス「Challenging Japan（チャレンジング・ジャパン）」の事業を譲り受けるこ

とを決議いたしました。

　詳細は、『第５ 経理の状況 １.四半期連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）』に記載のとおりで

あります。

３【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。また、文中の比較・分析に用いた前年同四半期増減率及び前年同期実績は、当

年度が四半期報告制度導入初年度であるため、独立監査人による四半期レビューを経たものではありませ

ん。

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間のわが国経済は、原材料価格の高騰による物価の上昇や景気先行きの不透明感

により、消費の低迷が顕著となってきたことに加え、世界的な金融不安が企業活動に深刻な影響を及ぼし

始めるなど、景気の減速感がますます強まってまいりました。こうした経済環境の中、当社グループの主

要顧客である自動車販売業界におきましては、消費者の自動車離れも進行し、新車、中古車の販売台数が

前年実績を下回るなど、依然として厳しい経営環境が続いております。

このような状況の中、当社グループにおきましては、ブランドの確立を経営戦略上の重点課題と位置付

け、自動車関連情報分野の更なる拡充と、生活関連情報分野の事業確立に取り組んでまいりました。具体

的には、様々なユーザーから支持されるカスタマイズコンテンツの拡充とともに、ユーザーの利便性を追

求したサービス（機能）の拡充を推進し、「Goo」をはじめとした商品ブランドの更なる強化に努めると

同時に、『情報を未来の知恵に』をメッセージとした企業ブランドの確立を図ってまいりました。また、

情報誌からインターネット・モバイルへの将来的なメディアチェンジも視野に入れ、ユーザーならびに

クライアントニーズにマッチした商品・サービスの開発強化に取り組んでまいりました。

こうした取り組みの結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は、主要事業である自動車関連情報分野

において、インターネット関連商品の契約社数の増加が増収に寄与したことに加え、生活関連情報分野に

おいても同様に売上拡大を果たしたことから、5,971百万円（対前年同期比4.7％増）となりました。営業
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利益につきましては、子会社の株式会社プロトデータセンターへの業務移管が完了したことによる原価

低減効果が大きく寄与したことならびに、グループ事業の再構築を進め営業費用の抑制に努めたことに

より1,550百万円（対前年同期比79.3％増）となりました。経常利益につきましては1,544百万円（対前

年同期比77.7％増）、四半期純利益につきましても929百万円（対前年同期比153.9％増）と大幅な増益

となりました。

事業のセグメント別の業績につきましては、次のとおりであります。

　

①自動車関連情報

当社グループを取り巻く外部環境が厳しい状況で推移を続ける中、主要クライアントである中古車販

売店の仕入から販売までの総合的な経営支援事業の確立、拡充を事業方針に掲げ、引き続き取引社数の拡

大ならびにクライアント当たりの取引単価の維持、向上に努めてまいりました。

情報誌「Goo」、インターネットサイト「Goo-net」、モバイルサイト「クルマ情報・Goo!!」等の各メ

ディアにおいては、掲載コンテンツ量の最大化とユーザーの利便性向上に努めたことにより、多くの消費

者、ユーザーから支持を獲得し、メディアパワーの向上を図ることができました。また同時に、中古車販売

店を支援する様々な取り組みに注力してきました結果、取引社数の拡大を果たし、増収を維持しておりま

す。特にインターネット関連事業では、中古車販売台数が伸び悩む環境下においても、契約社数の拡大と

取引単価の上昇による売上拡大を果たしております。これは、当社のインターネット・モバイルメディア

を利用するユーザー数の拡大を図るため、ユーザーニーズへの対応を継続的に進めてきたことが、クライ

アントの評価向上へとつながったものであります。

　この結果、競争優位性の確立ならびに「Goo」ブランドの強化が図られ、売上高は5,574百万円（対前年

同期比3.9％増）となりました。営業利益につきましては、外注コストの低減を目的に設立した株式会社

プロトデータセンターへの業務移管が完了し、製作工程の内製化が進んだことならびに、連結グループの

事業再編によって原価の抑制を図ったことなどから、1,950百万円（対前年同期比45.2％増）となりまし

た。

②生活関連情報

カルチャー情報事業「VeeSCHOOL.com」、ケア関連情報事業「オアシスナビ」、「介護求人ナビ」につ

きましては、コンテンツの拡充とメディアパワーの向上に努め、ユーザー数の拡大に取り組んだことで、

取引社数の拡大傾向が続いております。また、モバイルメディアを中心に高付加価値商品の展開を進めた

ことで、取引単価も上昇し収益拡大へとつながっており、この結果、売上高は296百万円（対前年同期比

33.4％増）となりました。営業利益につきましては、ケア関連情報事業も黒字転換を果たし、24百万円

（前年同期実績は３百万円の損失）となりました。

③不動産

当社及び株式会社リペアテックが自社物件の賃貸管理を中心に行い、売上高は50百万円（対前年同期

比15.3％増）、営業利益は12百万円（対前年同期比27.9％減）となりました。
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④その他事業

株式会社マーズフラッグのサイト内検索「MARS FINDER」において、取引社数の拡大による売上高の増

加があったものの、連結グループの事業再編に伴う外部売上高の減少により、売上高は49百万円（対前年

同期比27.3％減）となりました。減収となった一方で、サイト内検索「MARS FINDER」の拡販により株式

会社マーズフラッグの営業収支が改善したことから、営業損益は39百万円の損失（前年同期実績は45百

万円の損失）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は21,014百万円となり、前連結会計年度末と比較して1,990百万

円増加いたしました。資産、負債及び純資産の状況につきましては、次のとおりであります。

①資産

第１四半期において土地・建物の取得及び未払法人税等の支払による支出が発生いたしましたが、

当第２四半期において当該支出を上回る営業キャッシュ・フローを獲得したことで現金及び預金が増

加したことから流動資産は13,423百万円となり、前連結会計年度末と比較して1,128百万円増加してお

ります。固定資産につきましては、第１四半期において事業用途の土地・建物を取得したことから有形

固定資産が増加して7,590百万円となり、前連結会計年度末と比較して862百万円増加しております。

②負債

支払手形及び買掛金が減少したものの、未払費用及び未払法人税等が増加したことから負債合計は

7,075百万円となり、前連結会計年度末と比較して486百万円増加しております。

③純資産

配当金の支払が261百万円あったものの、四半期純利益の計上により、利益剰余金が増加したことか

ら純資産は13,938百万円となり、前連結会計年度末と比較して1,504百万円増加しております。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物につきましては、第１四半期連結会計期間末

と比較して1,831百万円増加し、第２四半期連結会計期間末残高は10,354百万円となりました。なお、前連

結会計年度と比較して1,368百万円の増加となっております。

　現金及び現金同等物が増加した主な要因につきましては、次のとおりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の減少が441百万

円発生したものの、税金等調整前四半期純利益1,593百万円の計上や、売上債権の減少392百万円、未払

費用の増加269百万円などの発生により、1,864百万円の収入となりました。

　なお、第２四半期連結累計期間では、法人税等の支払による支出が959百万円発生したものの、税金等

調整前四半期純利益3,103百万円の計上や、前連結会計年度末と比較して売上債権が減少し、未払費用、

前受金が増加したこと等により、2,692百万円の収入となりました。
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②投資活動によるキャッシュ・フロー

第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支

出が32百万円発生したこと等により、36百万円の支出となりました。

　なお、第２四半期連結累計期間では、固定資産の取得による支出が1,067百万円発生したこと等によ

り、1,045百万円の支出となりました。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、前期期末配当金の支払に

よる支出が8百万円発生したこと等により、9百万円の支出となりました。

　なお、第２四半期連結累計期間では、前期期末配当金の支払による支出が261百万円発生したこと等に

より、262百万円の支出となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間における当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発費は、37,666千

円であります。

なお、当該研究開発費は、連結子会社である株式会社リペアテックにおいて、新製品の開発プロジェク

トにより発生したものであります。
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第３【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下のとおりです。

提出会社

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額(千円)
資金調達
方法

着手年月
完成予定
年月

総額 既支払額

プロト宜野湾ビル
(沖縄県宜野湾市)

自動車関連情報
生活関連情報
その他事業

株式会社プロ
トデータセン
ター本社社屋
の新設

1,142,857― 自己資金
平成20年
９月

平成21年
２月

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

また、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,900,000

計 30,900,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,470,00010,470,000
ジャスダック
証券取引所

―

計 10,470,00010,470,000― ―

　

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年７月１日～
平成20年９月30日

― 10,470,000 ― 1,824,620 ― 2,011,536
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(5)【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社夢現 愛知県名古屋市中区新栄2丁目2-7 3,330 31.81

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-11 891 8.51

横　山　　博　一 愛知県名古屋市天白区 822 7.85

横　山　　順　弘 愛知県名古屋市守山区 486 4.64

ジェーピーエムシービー
オムニバスユーエスペンション
トリーティージャスデック
３８００５２
(常任代理人株式会社みずほコーポ
レート銀行兜町証券決済業務室)

２７０　ＰＡＲＫ ＡＶＥＮＵＥ，
ＮＥＷ ＹＯＲＫ，ＮＹ
１００１７，Ｕ．Ｓ．Ａ．
(東京都中央区日本橋兜町6番7号)

396 3.78

ジェーピーモルガン
チェースバンク　３８５０６５
(常任代理人株式会社みずほコーポ
レート銀行兜町証券決済業務室）

ＷＯＯＬＧＡＴＥ　ＨＯＵＳＥ，
ＣＯＬＥＭＡＮ　ＳＴＲＥＥＴ,　
ＬＯＮＤＯＮ,　ＥＣ２Ｐ ２ＨＤ，
ＥＮＧＬＡＮＤ
(東京都中央区日本橋兜町6番7号)

279 2.66

シービーホンコン
ゴジェントハンターホール
ジーエルエシック
(常任代理人シティバンク銀行株式
会社)

ＬＥＶＥＬ　２，６０　
ＣＡＳＴＬＥＲＥＡＧＨ　
ＳＴＲＥＥＴ,　ＳＹＤＮＥＹ,　
ＮＳＷ　２０００
ＡＵＳＴＲＡＬＩＡ
(東京都品川区東品川2丁目3番14号)

223 2.13

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11-3 193 1.85

齊　藤　　実 東京都文京区 168 1.61

メロンバンクエヌエーアズエージェ
ントフォーイッツクライアントメロ
ンオムニバスユーエスペンション
(常任代理人香港上海銀行東京支店)

ＯＮＥ ＢＯＳＴＯＮ ＰＬＡＣＥ,　
ＢＯＳＴＯＮ，ＭＡ　０２１０８
Ｕ．Ｓ．Ａ．
(東京都中央区日本橋3丁目11番1号)

159 1.52

計 ― 6,952 66.40

（注）1　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）の所有株式数は、信託業務に係るものであります。

 2　当第２四半期会計期間において、キャピタル・ガーディアン・トラスト・カンパニー及びその共同保有者であ

るキャピタル・インターナショナル・インクから平成20年７月23日付で提出された大量保有報告書の変更報

告書により、平成20年７月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当

第２四半期会計期間末における所有株式数の確認が出来ませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％)

キャピタル・ガーディアン・
トラスト・カンパニー

333　South　Hope　Street,
Los　Angeles，California,　U.S.A.

642 6.14

キャピタル・インターナショナ
ル・インク

11100　Santa　Monica　Boulevard,　15th　
Fl.,　Los　Angeles,　CA　90025,　U.S.A.

8 0.08
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 　　 9,100 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,439,100104,391 ―

単元未満株式 普通株式 　  21,800 ― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 10,470,000 ― ―

総株主の議決権 ― 104,391 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式45株が含まれております。

　

②【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社プロトコーポレーション
名古屋市中区葵
一丁目23番14号

9,100 ― 9,100 0.09

計 ― 9,100 ― 9,100 0.09

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,4302,7502,6902,9702,9402,650

最低(円) 1,9952,0552,4002,5002,4402,390

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日

まで）の四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

株式会社プロトコーポレーション(E05210)

四半期報告書

13/31



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,504,304 9,135,447

受取手形及び売掛金 2,262,340 2,739,587

商品 244 113

製品 13,800 25,040

原材料 1,612 480

仕掛品 20,349 12,143

繰延税金資産 305,572 96,918

その他 317,127 288,861

貸倒引当金 △1,654 △3,223

流動資産合計 13,423,696 12,295,370

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,885,698 1,782,191

土地 3,138,392 2,174,459

その他（純額） 119,294 255,829

有形固定資産合計 ※１
 5,143,385

※１
 4,212,480

無形固定資産

のれん 58,794 72,996

その他 166,582 189,185

無形固定資産合計 225,377 262,181

投資その他の資産

投資有価証券 484,221 588,689

繰延税金資産 429,644 383,685

その他 1,333,275 1,307,264

貸倒引当金 △25,235 △26,246

投資その他の資産合計 2,221,905 2,253,392

固定資産合計 7,590,667 6,728,054

資産合計 21,014,363 19,023,424
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,226,215 1,744,157

未払費用 1,246,981 906,533

未払法人税等 1,550,338 980,655

前受金 2,155,839 1,987,442

返品調整引当金 53,621 54,224

賞与引当金 37,266 36,378

その他 214,187 286,541

流動負債合計 6,484,449 5,995,932

固定負債

退職給付引当金 30,236 27,049

役員退職慰労引当金 186,825 191,858

負ののれん 29,760 33,067

その他 344,152 341,331

固定負債合計 590,974 593,306

負債合計 7,075,423 6,589,239

純資産の部

株主資本

資本金 1,824,620 1,824,620

資本剰余金 2,011,587 2,011,536

利益剰余金 10,014,529 8,439,991

自己株式 △11,356 △10,385

株主資本合計 13,839,380 12,265,761

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △27,918 6,154

為替換算調整勘定 22,572 32,952

評価・換算差額等合計 △5,346 39,106

少数株主持分 104,906 129,317

純資産合計 13,938,940 12,434,185

負債純資産合計 21,014,363 19,023,424

EDINET提出書類

株式会社プロトコーポレーション(E05210)

四半期報告書

15/31



(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 11,768,353

売上原価 4,459,246

売上総利益 7,309,107

返品調整引当金戻入額 54,224

返品調整引当金繰入額 53,621

差引売上総利益 7,309,710

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 1,854,575

役員退職慰労引当金繰入額 7,312

賞与引当金繰入額 25,245

広告宣伝費 635,442

貸倒引当金繰入額 5,888

のれん償却額 14,201

その他 1,715,013

販売費及び一般管理費合計 4,257,679

営業利益 3,052,030

営業外収益

受取利息 5,813

受取配当金 8,556

負ののれん償却額 3,306

古紙売却収入 17,340

その他 13,716

営業外収益合計 48,733

営業外費用

投資事業組合運用損 37,691

その他 1,299

営業外費用合計 38,990

経常利益 3,061,772

特別利益

投資有価証券売却益 13,328

過年度損益修正益 ※１
 50,649

特別利益合計 63,977

特別損失

たな卸資産評価損 2,966

固定資産除却損 ※２
 19,052

投資有価証券評価損 516

役員退職慰労金 154

特別損失合計 22,689

税金等調整前四半期純利益 3,103,060

法人税、住民税及び事業税 1,524,107

法人税等調整額 △232,929

法人税等合計 1,291,177

少数株主損失（△） △24,185

四半期純利益 1,836,068
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 5,971,154

売上原価 2,263,188

売上総利益 3,707,966

返品調整引当金戻入額 50,823

返品調整引当金繰入額 53,621

差引売上総利益 3,705,168

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 922,499

役員退職慰労引当金繰入額 3,887

賞与引当金繰入額 12,271

広告宣伝費 321,608

貸倒引当金繰入額 1,229

のれん償却額 7,100

その他 885,828

販売費及び一般管理費合計 2,154,425

営業利益 1,550,743

営業外収益

受取利息 4,898

受取配当金 338

負ののれん償却額 1,653

古紙売却収入 8,102

その他 6,816

営業外収益合計 21,809

営業外費用

投資事業組合運用損 25,576

その他 2,163

営業外費用合計 27,739

経常利益 1,544,812

特別利益

過年度損益修正益 ※１
 50,649

特別利益合計 50,649

特別損失

固定資産除却損 ※２
 1,942

投資有価証券評価損 516

特別損失合計 2,458

税金等調整前四半期純利益 1,593,002

法人税、住民税及び事業税 856,565

法人税等調整額 △180,068

法人税等合計 676,497

少数株主損失（△） △13,022

四半期純利益 929,527
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,103,060

減価償却費 96,948

のれん償却額 14,201

負ののれん償却額 △3,306

デリバティブ評価損益（△は益） 1,186

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5,033

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,275

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,705

返品調整引当金の増減額（△は減少） △603

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,580

受取利息及び受取配当金 △14,369

投資事業組合運用損益（△は益） 37,691

匿名組合投資損益（△は益） △8,643

投資有価証券売却損益（△は益） △13,328

たな卸資産評価損 2,966

投資有価証券評価損益（△は益） 516

固定資産除売却損益（△は益） 17,517

売上債権の増減額（△は増加） 443,653

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,604

仕入債務の増減額（△は減少） △517,280

未払費用の増減額（△は減少） 362,289

前受金の増減額（△は減少） 168,396

未払消費税等の増減額（△は減少） 3,722

その他 △58,062

小計 3,637,529

利息及び配当金の受取額 14,484

法人税等の支払額 △959,550

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,692,463

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,005,466

無形固定資産の取得による支出 △61,715

長期前払費用の取得による支出 △13,215

投資有価証券の取得による支出 △11,103

投資有価証券の売却による収入 32,538

その他 13,579

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,045,382

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △1,020

自己株式の処分による収入 101

配当金の支払額 △261,267

財務活動によるキャッシュ・フロー △262,185

現金及び現金同等物に係る換算差額 △16,037

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,368,856

現金及び現金同等物の期首残高 8,985,447

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 10,354,304
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

当社商品に関わる取材・編集・制作及び印刷用紙

の仕入・販売を行っていた株式会社プロトリンクは、

平成20年６月１日をもって当社を存続会社とする吸

収合併により、消滅いたしております。

ソフトウェアダウンロードサイトの運営を行って

いた株式会社ボムルドットコムは、平成20年４月30日

をもって当社連結子会社である株式会社ジェイペッ

クスパートナーズを存続会社とする吸収合併により、

消滅いたしております。

 

２　会計処理基準に関する事項の変更

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号）を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準

については、原価法から原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法）に変更しております。

　この変更により、当第２四半期連結累計期間におけ

る税金等調整前四半期純利益が2,966千円減少してお

ります。

　なお、セグメント情報に与える影響については、当該

箇所に記載しております。

（2）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平

成18年５月17日　実務対応報告第18号）を第１四半期

連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を

行っております。

　この変更による当第２四半期連結累計期間の営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える

影響は軽微であります。

　なお、セグメント情報に与える影響については、当該

箇所に記載しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連

結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使

用して貸倒見積高を算定しております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している固定資産については、連結会

計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する

方法によっております。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額　 2,063,842千円※１ 有形固定資産の減価償却累計額　 2,005,871千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

※１ 過年度損益修正益の内容

過年度損益修正益の内容は、税務調査による指摘

を踏まえ、過年度の技術提供の対価として、未収収

益を計上したものであります。 

 

※２ 固定資産除却損の内容

建物及び構築物 1,628千円

工具器具備品 1,180千円

ソフトウェア 14,709千円

撤去費用 1,535千円

合計 19,052千円

 

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

※１ 過年度損益修正益の内容

過年度損益修正益の内容は、税務調査による指摘

を踏まえ、過年度の技術提供の対価として、未収収

益を計上したものであります。 

 

※２ 固定資産除却損の内容

建物及び構築物 669千円

工具器具備品 1,173千円

ソフトウェア 99千円

合計 1,942千円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 現金及び預金 10,504,304千円

 預入期間が３か月超の定期預金等 △150,000千円

 現金及び現金同等物 10,354,304千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１

日　至　平成20年９月30日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 10,470,000

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 9,145

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年5月12日
取締役会

普通株式 261,530 25平成20年３月31日 平成20年６月10日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月20日
取締役会

普通株式 366,129 35平成20年９月30日 平成20年11月18日 利益剰余金

　

５．株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(リース取引関係)

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）及び第２四半期連結会計期

間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。

　

　

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

有価証券の四半期連結貸借対照表上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動はありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間においてデリバティブ取引に係る契約を解約したことから、該当事項は

ありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

自動車関連
情報(千円)

生活関連
情報(千円)

不動産
(千円)

その他事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

5,574,496296,53650,65249,4675,971,154― 5,971,154

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

― ― 445 450 895 (895) ―

計 5,574,496296,53651,09849,9175,972,050(895)5,971,154

営業利益
又は営業損失(△)

1,950,71124,16812,569△39,1441,948,304△397,5611,550,743

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

自動車関連
情報(千円)

生活関連
情報(千円)

不動産
(千円)

その他事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

11,030,023544,46794,47999,38211,768,353― 11,768,353

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

― ― 1,700 1,325 3,025(3,025) ―

計 11,030,023544,46796,180100,70711,771,378(3,025)11,768,353

営業利益
又は営業損失(△)

3,859,71228,56425,715△59,7783,854,215△802,1843,052,030

　
(注) １　事業区分は、主として情報コンテンツの内容にて区分しております。

２　各事業の主な情報コンテンツ等

 （1）自動車関連情報　　クルマ情報誌「Goo」、クルマ・ポータルサイト「Goo-net」

 （2）生活関連情報　　　レッスン情報サイト「VeeSCHOOL.com」、有料老人ホーム・シニア住宅検索サイト

　　　　　　　　　　　  「オアシスナビ」

 （3）不動産　　　　　　不動産賃貸

 （4）その他事業　　　　見えるサイト内検索「MARS FINDER」ほか

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第１四半期連結会計期間

から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更してお

ります。なお、当第２四半期連結累計期間において、当該変更による各セグメントの営業利益に与える影響は

ありません。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「連結財務諸表作成に

おける在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報

告第18号）を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。なお、当第２四

半期連結累計期間において、当該変更による各セグメントの営業利益に与える影響は軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略いたして

おります。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略いたしております。

　

(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

1,322円　46銭 1,176円　24銭

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 13,938,940 12,434,185

普通株式に係る純資産額(千円) 13,834,034 12,304,868

差額の主な内訳(千円)

　少数株主持分 104,906 129,317

普通株式の発行済株式数(千株) 10,470 10,470

普通株式の自己株式数(千株) 9 8

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

10,460 10,461
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２．１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 175円　52銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)　１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載いたしておりません。

 ２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 1,836,068

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,836,068

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,461

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 88円　86銭　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)　１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載いたしておりません。

 ２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 929,527

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 929,527

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,460
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(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

事業の譲り受け
 
１　譲り受けの概要及び目的

当社は平成20年10月20日開催の取締役会において、株式

会社チャレンジング・メディアが運営するアフィリエイト

型広告サービス「Challenging Japan(チャレンジング・

ジャパン)」の事業を譲り受けることを決議いたしました。

　クライアントからの成功報酬型の広告ニーズへの高まり

から、当社の営業インフラと営業力を活用したアフィリエ

イト事業を展開することで、顧客満足度の向上と業容の拡

大を図ってまいります。

 

２　譲り受ける相手会社の名称

　　株式会社チャレンジング・メディア
 
３　譲り受ける事業の内容

アフィリエイト・サービスの提供に関する事業
 
４　譲り受ける資産・負債の額

資産 負債

項目
金額
(百万円)

項目
金額
(百万円)

流動資産 10 流動負債 11

固定資産 15

合計 26 合計 11

 
５　譲受の時期

平成20年10月20日取締役会決議

平成20年10月23日事業譲渡契約締結

平成20年11月１日事業譲受日
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２【その他】

(剰余金の配当)

平成20年10月20日開催の取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に

記載又は記録された株主（実質株主を含む）に対し、剰余金の配当（第２四半期末）を行うことを次の

とおり決議いたしました。

①　配当財産の種類及び帳簿価額の総額　　金銭による配当366百万円　　　　　　　　　　

②　株式に対する配当財産の割当てに関する事項　　 一株当たり35円

③　当該剰余金の配当がその効力を生ずる日　　 　平成20年11月18日

　

(関係会社の設立）

中国自動車市場において中古車に係る仲介サービスを提供することを目的として、平成20年９月に下

記の会社を設立し、関係会社といたしております。なお、本子会社の資本金につきましては、第３四半期連

結会計期間（平成20年10月）において払い込みを行っておりますので、第２四半期連結会計期間におい

ては連結の範囲に含まれておりません。

①　商号　　宝路多（上海）旧機動車経紀有限公司

②　本店所在地　　中華人民共和国・上海市

③　資本金の額　　35百万円

④　主要な事業の内容　　中古車販売に係る仲介サービス

⑤　議決権に対する提出会社の所有割合　　100％

⑥　関係内容　　ⅰ資本関係　当社100％出資

　　　　　　　　ⅱ人的関係　当社役員が董事長及び董事を兼務

　　　　　　　　ⅲ取引関係　該当事項はありません
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月10日

株式会社プロトコーポレーション

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　内　　和　　雄　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　岩　　﨑　　宏　　一　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社プロトコーポレーションの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日

から平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プロトコーポレーション及び連結子

会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連

結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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